
８．セグメント情報（平成20年４月１日～平成21年３月31日）
（単位：円）

区 分 地 震 研 究 火 山 研 究 E-defense研究 その他災害研究 小 計 法 人 共 通 合 計

Ò 事 業 費 用

１ 研 究 業 務 費 4¶858¶382¶560 395¶722¶447 2¶243¶460¶196 1¶961¶844¶032 9¶459¶409¶235 168¶324¶117 9¶627¶733¶352

２ 一 般 管 理 費 ` ` ` ` ` 809¶864¶075 809¶864¶075

３ 財 務 費 用 7¶715¶596 1¶605¶090 0 29¶996¶394 39¶317¶080 ` 39¶317¶080

４ 雑 損 等 0 0 28¶437 0 28¶437 0 28¶437

計 4¶866¶098¶156 397¶327¶537 2¶243¶488¶633 1¶991¶840¶426 9¶498¶754¶752 978¶188¶192 10¶476¶942¶944

Ó 事 業 収 益

１ 運営費交付金収益 3¶073¶505¶853 284¶454¶813 1¶466¶218¶576 1¶769¶659¶570 6¶593¶838¶812 895¶357¶538 7¶489¶196¶350

２ 受託事業収入等 1¶457¶746¶387 2¶064¶961 210¶527¶282 91¶077¶171 1¶761¶415¶801 15¶410¶978 1¶776¶826¶779

３ 資産見返負債戻入 606¶000¶838 109¶441¶538 316¶479¶360 98¶102¶172 1¶130¶023¶908 39¶332¶743 1¶169¶356¶651

４ 財 務 収 益 ` ` ` ` ` 4¶647¶348 4¶647¶348

５ 雑 益 等 26¶051¶304 942¶708 250¶820¶195 13¶554¶499 291¶368¶706 23¶275¶085 314¶643¶791

計 5¶163¶304¶382 396¶904¶020 2¶244¶045¶413 1¶972¶393¶412 9¶776¶647¶227 978¶023¶692 10¶754¶670¶919

Ô 事業損益（�損失） 297¶206¶226 �423¶517 556¶780 �19¶447¶014 277¶892¶475 �164¶500 277¶727¶975

Õ 総 資 産 17¶046¶490¶465 472¶729¶336 36¶027¶329¶389 4¶674¶726¶257 58¶221¶275¶447 21¶724¶247¶958 79¶945¶523¶405

１ 現 金 及 び 預 金 ` ` ` ` ` 2¶487¶983¶453 2¶487¶983¶453

２ 建 物 3¶517¶993¶714 87¶845¶783 10¶155¶103¶475 1¶007¶127¶019 14¶768¶069¶991 2¶167¶591¶583 16¶935¶661¶574

３ 構 築 物 4¶639¶746¶691 39¶007¶392 764¶661¶265 94¶946¶207 5¶538¶361¶555 182¶722¶977 5¶721¶084¶532

４ 機 械 及 び 装 置 58¶939¶575 0 23¶270¶011¶685 368¶969¶903 23¶697¶921¶163 ` 23¶697¶921¶163

５ 工 具 器 具 備 品 8¶138¶190¶537 341¶176¶361 1¶468¶391¶379 2¶475¶376¶648 12¶423¶134¶925 73¶211¶354 12¶496¶346¶279

６ 土 地 533¶367¶600 0 0 706¶000¶000 1¶239¶367¶600 16¶732¶332¶400 17¶971¶700¶000

７ 建 設 仮 勘 定 19¶884¶846 0 113¶011¶500 0 132¶896¶346 15¶880¶000 148¶776¶346

８ そ の 他 138¶367¶502 4¶699¶800 256¶150¶085 22¶306¶480 421¶523¶867 64¶526¶191 486¶050¶058

~１ 地震研究の分野は地震調査、地震防災で、火山研究の分野は火山活動調査で、E-defense研究の分野はE-defenseを用いた研究で、その他災害研究の分野は豪雨災害、雪氷防災等であります。
２ 事業費用のうち法人共通の項目に含めた配賦不能事業費用の金額は978¶188¶192円であり、その主なものは総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。
３ 事業収益のうち法人共通の項目に含めた配賦不能事業収益の金額は978¶023¶692円であり、その主なものは総務・経理部門等の管理部門に係る運営費交付金収益であります。
４ 資産のうち法人共通の項目に含めた法人共通資産の金額は21¶724¶247¶958円であり、その主なものは管理部門に係る資産及び各セグメントで共通に使用し各セグメントへの配賦を行なっていない
固定資産であります。
５ 各セグメント毎の損益外減価償却相当額については、地震研究2¶879¶462¶324円、火山研究22¶482¶516円、E-defense2¶085¶674¶118円、その他災害研究189¶311¶058円、法人共通173¶863¶121円でありま
す。
６ 各セグメント毎の引当外退職給付増加見積額については、地震研究25¶138¶417円、火山研究-14¶812¶330円、E-defense2¶937¶565円、その他災害研究9¶019¶579円、法人共通24¶417¶756円であります。
７ 各セグメント毎の引当外賞与見積額については、地震研究-2¶197¶751円、火山研究85¶451円、E-defense-1¶560¶639円、その他災害研究-1¶314¶325円、法人共通-330¶609円であります。
８ 損益計算書には、前中期目標期間繰越積立金取崩額6¶657¶747円が計上されております。
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